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有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率(全国) 有効求人倍率(静岡県)

※1 月別の数値は季節調整済みの数値である。

※2 季節調整については、年に１度季節調整替えを行っている。なお、平成29年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。

有効求人・有効求職・有効求人倍率の推移

○有効求人数・求職者数（季節調整値） 

   有効求人数は 80,331人（前月比 0.8％増）となり、2か月ぶりに増加となった。 

   有効求職者数は 48,726人（前月比 1.3％減）となり、5か月連続の減少となった。 

 

○新規求人数・求職者数（季節調整値） 

   新規求人数は 28,765人（前月比 6.9％増）となり、2か月ぶりに増加となった。 

   新規求職者数は 11,374人（前月比 1.1％増）となり、3か月ぶりに増加となった。 

Press Release 

 

静岡労働局 

◎有効求人倍率（季節調整値）は１．６５倍となり、前月を０．０４ポイント上回った。 

４か月連続で１．６倍台で推移している。 

    全国値は１．５８倍（対前月差０．０１ポイント低下）。全国値を１２か月連続で上回った。 

◎新規求人倍率（同）は２．５３倍となり、前月を０．１４ポイント上回った。 

 １８か月連続の２倍台となっている。 

    全国値は２．３０倍（対前月差０．０４ポイント低下）。全国値を１４か月連続で上回った。 

＜雇用情勢の概況＞ 

県内の雇用情勢は、着実に改善が進んでいる 

 



１．求人・求職の推移

実数 季調値 実数 季調値 実数 季調値 実数 季調値 実数 季調値 実数 季調値

19,025 - 15,436 - 51,539 - 65,550 - 1.23 - 0.79 -

21,062 - 14,698 - 57,241 - 63,644 - 1.43 - 0.90 -

23,478 - 13,961 - 65,160 - 59,360 - 1.68 - 1.10 -

24,136 - 13,179 - 67,512 - 55,955 - 1.83 - 1.21 -

25,531 - 12,189 - 72,144 - 52,068 - 2.09 - 1.39 -

28,859 26,188 12,739 12,111 76,994 73,887 49,753 51,247 2.27 2.16 1.55 1.44

26,763 25,988 13,004 11,792 79,234 74,739 52,175 51,023 2.06 2.20 1.52 1.46

26,337 26,637 14,444 11,742 76,105 75,303 53,027 50,068 1.82 2.27 1.44 1.50

25,568 26,533 12,463 11,190 74,160 75,728 52,881 49,662 2.05 2.37 1.40 1.52

26,357 26,836 11,670 11,584 74,492 76,723 51,838 49,538 2.26 2.32 1.44 1.55

25,739 26,993 10,983 11,824 73,878 77,082 50,331 49,467 2.34 2.28 1.47 1.56

27,373 27,225 11,386 11,998 75,456 77,500 50,115 49,672 2.40 2.27 1.51 1.56

28,235 27,402 12,022 11,739 78,383 78,230 50,402 49,853 2.35 2.33 1.56 1.57

28,927 27,868 11,521 11,209 81,028 79,087 50,469 49,797 2.51 2.49 1.61 1.59

27,785 27,801 10,017 11,558 80,729 79,592 48,428 49,715 2.77 2.41 1.67 1.60

26,360 28,150 8,212 11,415 79,679 80,265 44,915 49,704 3.21 2.47 1.77 1.61

29,385 26,902 12,127 11,245 79,774 79,726 45,696 49,385 2.42 2.39 1.75 1.61

30,387 28,765 11,549 11,374 83,022 80,331 47,133 48,726 2.63 2.53 1.76 1.65

前年同月比(%) 前月比(%) 前年同月比(%) 前月比(%) 前年同月比(%) 前月比(%) 前年同月比(%) 前月比(%) 前年同月差(P) 前月差(P) 前年同月差(P) 前月差(P)

8.2 ▲ 0.6 ▲ 5.9 0.1 7.5 ▲ 0.1 ▲ 5.5 ▲ 0.6 0.30 ▲ 0.02 0.19 0.01

5.3 ▲ 0.8 ▲ 5.3 ▲ 2.6 8.2 1.2 ▲ 5.2 ▲ 0.4 0.21 0.04 0.19 0.02

7.5 2.5 ▲ 6.5 ▲ 0.4 6.9 0.8 ▲ 6.2 ▲ 1.9 0.23 0.07 0.18 0.04

10.3 ▲ 0.4 ▲ 2.5 ▲ 4.7 8.9 0.6 ▲ 5.1 ▲ 0.8 0.24 0.10 0.18 0.02

9.4 1.1 ▲ 6.6 3.5 9.5 1.3 ▲ 5.7 ▲ 0.2 0.33 ▲ 0.05 0.20 0.03

6.4 0.6 ▲ 4.7 2.1 8.8 0.5 ▲ 5.4 ▲ 0.1 0.24 ▲ 0.04 0.19 0.01

9.0 0.9 ▲ 3.2 1.5 8.6 0.5 ▲ 4.9 0.4 0.26 ▲ 0.01 0.19 0.00

9.9 0.7 ▲ 3.4 ▲ 2.2 9.5 0.9 ▲ 4.4 0.4 0.29 0.06 0.20 0.01

9.8 1.7 ▲ 4.7 ▲ 4.5 10.9 1.1 ▲ 3.8 ▲ 0.1 0.33 0.16 0.22 0.02

5.9 ▲ 0.2 ▲ 3.2 3.1 9.0 0.6 ▲ 3.6 ▲ 0.2 0.24 ▲ 0.08 0.20 0.01

11.2 1.3 ▲ 6.1 ▲ 1.2 10.2 0.8 ▲ 3.6 ▲ 0.0 0.50 0.06 0.22 0.01

6.1 ▲ 4.4 ▲ 5.9 ▲ 1.5 8.2 ▲ 0.7 ▲ 4.0 ▲ 0.6 0.27 ▲ 0.08 0.20 0.00

5.3 6.9 ▲ 9.3 1.1 7.8 0.8 ▲ 5.3 ▲ 1.3 0.36 0.14 0.21 0.04

※1  年度の数値は月平均である。  

※2　新規求人倍率＝新規求人数÷新規求職者数、　有効求人倍率＝有効求人数÷有効求職者数          

※3　季節調整値については年に１度、季節調整値替えを行っており、平成29年12月以前の数値は遡って改訂されている。

　【求人】

新規求人数 新規求職者数 有効求人数 有効求職者数

平成24年度

平成25年度

　新規求人数（実数値）は対前年同月比で5.3％増加し25か月連続の増加、有効求人数（実数値）も
7.8％増加し94か月連続の増加となり引き続き高い水準で推移している。

平成26年度

平成27年度

求人倍率

新規求人倍率 有効求人倍率

平成28年度

平成29年2月
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平成30年1月

2月

平成29年2月

3月
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11月

12月

平成30年1月

2月

　【求職】
　新規求職者数（実数値）は対前年同月比で9.3％減少し32か月連続の減少となった。有効求職者数
（実数値）も5.3％減少し54か月連続の減少となった。

5月

6月

7月

8月



  ２．地域別有効求人倍率 （実数値）の状況

※括弧内の数値は対前年同月差

  ３．新規求人数の推移（実数値）

※全数には臨時・季節を含む。

42.8 41.743.5 43.4 42.7 42.5 42.9 43.140.4 40.6 43.1 42.6 42.6

41.7 41.0 43.3 44.3 42.3

（前年同月比）

(14.2) 

有効求人倍率

（前年同月差）

うち常用

（前年同月差）

12,211

(11.6) 

9,229 9,800

42.1

                   年月

全数

（前年同月比）

うち一般

（前年同月比）

正社員（常用）

うちパート

（前年同月比） (6.4) 

44.8 43.9 44.6 43.244.6 43.1 42.3

(9.6) 

12,23112,162

(5.9) (6.3) (7.1) 

12,205 11,761 12,684 12,791

(11.5) (5.6) (5.7) (13.5) (11.1) (8.1) (10.9) (16.4) (6.1) 

(8.8) (0.8) (10.0) (2.8) 

12,026 10,962 11,403 11,326 11,154 11,532

(6.6) (3.3) (6.1) (6.8) (3.2) (3.5) 

9,026

(9.7) (5.9) (14.0) 

10,975 11,122

(5.5) (6.8) 

10,787 9,845

(9.1) (15.7) 

10,818 10,349 9,718 9,163 9,675 10,027

17,940 17,334 18,410 19,265

(9.2) (6.6) (8.3) (12.3) (13.4) (8.1) 

(5.3) 

18,041 16,414 16,619 16,405 16,682 16,510 17,573 18,208 18,140

(9.0) (9.9) (9.8) (5.9) (11.2) (6.1) 

27,785 26,360 29,385 30,387

(8.2) (5.3) (7.5) (10.3) (9.4) (6.4) 

2月

28,859 26,763 26,337 25,568 26,357 25,739 27,373 28,235 28,927

8月 9月 10月 11月 12月 1月

(▲0.02) 

30年

2月 3月 4月 5月 6月 7月

(▲0.05) 

2.40 1.87

29年

1.42 1.581.65

(▲0.04)

1.37

地域別

安定所別 下田 三島

(0.41) (0.48) (▲0.06) (0.19) (▲0.02)

1.57

(0.23) (0.01) (0.33) (0.12) 

1.23

(0.05) 

1.31

(0.27) 

富士沼津 浜松

1.761.52

掛川静岡富士宮

　２月の有効求人倍率を地域別に見ると、すべてのブロックで前年同月を上回った。
また、安定所別では三島所・掛川所・磐田所以外の安定所で前年同月を上回った。

焼津

2.42 1.41

(0.21) 

磐田

(0.41) 

島田

(0.25) 

2.08

清水

1.91

1.35 1.35

1.05

東部　1.72　（0.20） 中部　1.93　（0.30）　 西部　1.65　（0.16）　

2.21

(▲0.01) (0.34) (0.19) 

1.53

(0.36) 

2.13

静岡県

全　国

全数に
占める
正社員
の割合

1.75

(0.30) 

　２月の新規求人数は、前年同月比で5.3％増加した。うち一般は6.8％、うちパートは2.8％増加した。

(0.18) (0.46) 

1.50

1.37

  

※ 



４．産業別新規求人状況

　                     新規求人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人） （％）

常用計 常用計 常用計

Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 172 169 185 155 ▲ 7.0 9.0

Ｄ　建設業（06～08）　　　　 2,172 2,120 2,201 2,159 ▲ 1.3 ▲ 1.8

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 4,523 4,029 4,005 3,633 12.9 10.9

　　09　食料品製造業　　　　 676 568 587 534 15.2 6.4

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 132 108 113 89 16.8 21.3

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 251 247 259 243 ▲ 3.1 1.6

　　15　印刷・同関連業　 107 80 115 91 ▲ 7.0 ▲ 12.1

　　16　化学工業 222 183 217 170 2.3 7.6

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 324 304 260 226 24.6 34.5

　　23　非鉄金属製造業 66 65 34 33 94.1 97.0

　　24　金属製品製造業 371 358 338 318 9.8 12.6

　　25　はん用機械器具製造業 291 287 253 250 15.0 14.8

　　26　生産用機械器具製造業　 200 190 236 233 ▲ 15.3 ▲ 18.5

　　27　業務用機械器具製造業　　 71 70 75 69 ▲ 5.3 1.4

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 77 65 168 153 ▲ 54.2 ▲ 57.5

　　29　電気機械器具製造業 342 328 290 277 17.9 18.4

　　31　輸送用機械器具製造業 717 653 602 519 19.1 25.8

Ｇ　情報通信業（37～41） 355 310 425 376 ▲ 16.5 ▲ 17.6

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 1,946 1,825 1,825 1,649 6.6 10.7

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 3,929 3,777 4,344 4,180 ▲ 9.6 ▲ 9.6

　　50～55　卸売業 864 841 830 792 4.1 6.2

　　56～61　小売業 3,065 2,936 3,514 3,388 ▲ 12.8 ▲ 13.3

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 185 165 208 192 ▲ 11.1 ▲ 14.1

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 344 301 277 268 24.2 12.3

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 629 564 477 464 31.9 21.6

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 1,803 1,651 1,775 1,703 1.6 ▲ 3.1

　　75　宿泊業　　　 870 789 723 674 20.3 17.1

　　76　飲食店　　　 887 816 1,005 992 ▲ 11.7 ▲ 17.7

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 1,086 1,074 778 758 39.6 41.7

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 604 565 590 523 2.4 8.0

Ｐ　医療,福祉（83～85） 6,714 6,346 6,078 5,792 10.5 9.6

　　83　医療業 2,110 2,042 2,012 1,953 4.9 4.6

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 4,575 4,275 4,030 3,807 13.5 12.3

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 4,879 3,388 4,192 3,034 16.4 11.7

　　91　職業紹介・労働者派遣業 2,952 1,667 2,535 1,526 16.4 9.2

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 855 749 1,304 1,188 ▲ 34.4 ▲ 37.0

30,387 27,163 28,859 26,187 5.3 3.7

29人以下 19,519 17,417 18,518 16,858 5.4 3.3

30～99人 6,975 6,442 6,991 6,444 ▲ 0.2 0.0

100～299人 2,721 2,389 2,495 2,165 9.1 10.3

300～499人 483 405 387 298 24.8 35.9

500～999人 394 255 227 201 73.6 26.9

1000人以上 295 255 241 221 22.4 15.4

全数（一般＋パート） 全数（一般＋パート） 全数（一般＋パート）

　新規求人数の対前年同月比を産業別でみると、建設業、卸・小売業で減少しているものの、主な主要産
業（製造業、運輸業、宿泊・飲食業、医療・福祉業、サービス業）で増加となり、求人需要は堅調に推移し
ている。

産
業
別

合     計

事
業
所
規
模
別

※求人数の多い主要な産業を表記しているため、合計と内訳の数値は一致しない。

（平成30年2月分）

平成30年2月 平成29年2月 前年同月比



５．新規求職者の推移

29年 30年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

12,739 13,004 14,444 12,463 11,670 10,983 11,386 12,022 11,521 10,017 8,212 12,127 11,549

(▲5.9) (▲5.3) (▲6.5) (▲2.5) (▲6.6) (▲4.7) (▲3.2) (▲3.4) (▲4.7) (▲3.2) (▲6.1) (▲5.9) (▲9.3) 

8,729 8,839 9,040 8,049 7,959 7,548 7,870 7,975 7,635 6,734 5,613 8,128 7,798

(▲6.4) (▲6.8) (▲8.7) (▲5.6) (▲6.9) (▲7.4) (▲5.7) (▲5.9) (▲7.2) (▲4.9) (▲8.1) (▲7.7) (▲10.7) 

4,010 4,165 5,404 4,414 3,711 3,435 3,516 4,047 3,886 3,283 2,599 3,999 3,751

(▲4.8) (▲2.0) (▲2.4) (3.5) (▲5.9) (1.9) (3.0) (2.1) (0.6) (0.4) (▲1.4) (▲2.1) (▲6.5) 

 ６．新規常用求職者の求職申込時の状態別状況の推移

29年 30年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

8,717 8,821 9,023 8,018 7,939 7,520 7,841 7,955 7,609 6,718 5,600 8,102 7,779

(▲6.3) (▲6.8) (▲8.8) (▲5.7) (▲6.9) (▲7.5) (▲5.8) (▲5.9) (▲7.2) (▲4.9) (▲8.2) (▲7.7) (▲10.8) 

3,771 3,390 2,495 2,768 2,912 2,619 2,996 2,913 2,637 2,485 2,267 3,362 3,400

(1.1) (▲2.0) (▲6.4) (▲0.2) (▲1.9) (▲9.1) (0.3) (▲0.7) (▲1.3) (▲1.4) (▲2.2) (▲3.0) (▲9.8) 

4,314 4,663 5,969 4,741 4,496 4,417 4,342 4,523 4,497 3,809 2,993 4,339 3,826

(▲13.3) (▲9.0) (▲9.2) (▲8.2) (▲9.4) (▲5.6) (▲8.9) (▲7.3) (▲9.9) (▲6.6) (▲10.8) (▲9.9) (▲11.3) 

 事 業 主
 都 合

1,000 1,096 1,779 1,150 1,044 1,070 963 1,012 1,104 944 714 1,027 851

（前年同月比） (▲23.6) (▲15.6) (▲11.1) (▲16.2) (▲22.6) (▲10.3) (▲17.3) (▲16.5) (▲14.5) (▲1.7) (▲19.3) (▲13.0) (▲14.9) 

自己都合 3,083 3,333 3,720 3,321 3,195 3,094 3,120 3,254 3,114 2,669 2,100 3,061 2,762

（前年同月比） (▲8.9) (▲4.9) (▲9.6) (▲4.8) (▲6.0) (▲5.0) (▲7.0) (▲4.7) (▲8.7) (▲7.5) (▲8.1) (▲9.2) (▲10.4) 

632 768 559 509 531 484 503 519 475 424 340 401 553

(5.7) (▲12.9) (▲14.3) (▲9.6) (▲10.5) (▲15.1) (▲11.9) (▲18.8) (▲12.0) (▲9.4) (▲19.6) (▲19.6) (▲12.5) 

※3 無業者とは、家事・育児等従業者及び離職後1年を超えて求職活動をしていない者をいう。

※1 パートを除く。
※2 離職者は、｢前職雇用者」と「前職自営、その他」（表中では省略）に分けられる。「前職雇用者」は、離職理由別に「事業主都合」、「自己都合」、

     「定年」・「不明」（表中では省略）に区分される。 このため離職者数は内訳と一致しない。

うちパート

（前年同月比）

(前年同月比)

※全数には、臨時・季節を含む。

（前年同月比）

離 職 者

常用求職者

（前年同月比）

(前年同月比）

全数

　２月の新規求職者数は前年同月比9.3％減少した。うち一般は10.7％減少、うちパートは6.5％減
少した。

　２月の新規常用求職者の求職申込時の状態をみると、前年同月比で在職者は9.8％の減少、離
職者は11.3％の減少、無業者は12.5％の減少となった。

（前年同月比）

無 業 者

       年月

（前年同月比）

在 職 者

年月

うち一般



７．正社員の有効求人倍率（実数値）の推移【全国・静岡県】

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成28年度 30,367 29,606 29,533 29,448 30,305 30,982 31,354 31,284 30,881 32,033 33,176 33,545

平成29年度 32,853 32,507 32,681 32,613 33,676 34,744 35,478 35,247 35,051 35,701 36,383 -

対前年同月比 (8.2) (9.8) (10.7) (10.7) (11.1) (12.1) (13.2) (12.7) (13.5) (11.5) (9.7) -

平成28年度 42.6% 43.5% 43.4% 43.4% 43.6% 43.3% 42.9% 42.2% 42.7% 43.4% 43.1% 42.3%

平成29年度 43.2% 43.8% 43.9% 44.1% 44.6% 44.3% 43.8% 43.7% 44.0% 44.8% 43.8% -

※1　正社員の有効求人倍率は、正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数（P9の（Ⅱ一般）-（11.月間有効求職者数）-（うち常用）参照）で

    除して算出しているが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率

    より低い値となる。

※2　正社員の求人割合は、正社員の月間有効求人数を月間有効求人数（全数）（P9の（Ⅰ全数）-（4.月間有効求人数）参照）で除して算出している。

８．主な職業の有効求人倍率（平成３０年２月）

【静岡県】
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９．人員整理の状況

　2月中に把握した1件あたり10人以上の人員整理は2件49人であった。
　事業主都合による離職は654人で、前年同月を2.8％下回った。

　 （１） 人員整理の状況の推移

２９年 ３０年

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

200 172 55 14 2 1 1 0 1 3 2 2 2 2 3 1 2

4,974 4,708 2,107 633 93 61 10 0 72 96 96 120 60 138 73 43 49

※再就職援助計画・大量離職変動届受理等状況報告より（１事業所１０名以上のみを計上）。

　 （２） 事業主都合による離職の推移

２９年 ３０年

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

1,366 1,294 1,106 876 673 770 1,818 855 666 763 809 618 940 798 531 1,013 654

(▲13.7) (▲5.3) (▲14.5) (▲20.8) (▲19.8) (▲19.5) (4.0) (▲0.2) (▲28.2) (▲4.7) (4.1) (▲31.2) (▲8.4) (27.5) (▲18.6) (33.8) (▲2.8) 

※1  雇用保険の被保険者資格喪失データより。
※2  年度の数値は月平均値である。

１０．ハローワーク別主要指標の状況（平成２９年４月～平成３０年２月）

下田 三島 沼津 富士 富士宮 清水 静岡 焼津 島田 掛川 磐田 浜松

940 4,184 4,998 3,047 1,910 2,594 4,925 3,229 2,591 2,322 3,221 8,684 42,645

860 3,582 4,201 2,615 1,644 2,167 4,378 2,882 2,287 1,968 2,802 7,387 36,773

91.5% 85.6% 84.1% 85.8% 86.1% 83.5% 88.9% 89.3% 88.3% 84.8% 87.0% 85.1% 86.2%

903 3,553 5,222 2,932 1,665 2,595 5,561 2,899 2,200 2,200 3,036 8,744 41,510

870 3,039 4,256 2,540 1,349 2,224 4,941 2,666 1,888 1,962 2,705 7,369 35,809

96.3% 85.5% 81.5% 86.6% 81.0% 85.7% 88.9% 92.0% 85.8% 89.2% 89.1% 84.3% 86.3%

225 1,292 1,548 1,157 581 991 1,851 1,322 895 906 1,215 3,262 15,245

195 1,090 1,512 819 443 837 2,046 1,042 715 782 1,077 2,838 13,396

86.7% 84.4% 97.7% 70.8% 76.2% 84.5% 110.5% 78.8% 79.9% 86.3% 88.6% 87.0% 87.9%

※雇用保険の基本手当の所定給付日数の3分の2以上残して早期に就職する件数。実績が確定するのは就職件数、充足件数より1～2か月程度遅れる。

雇用保険受給者の
早期再就職件数※

【平成29年4月～
30年1月分】

年度目標数値

実　　績

進　捗　率

東　　部 中　　部

充  足  件  数
（常  用）

年度目標数値

実　　績

進　捗　率

西　　部

年度目標数値

局　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所 別
　

項 目

実　　績
就  職  件  数

（常  用）

進　捗　率

前年同月比

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

人数

２５年度

整理人員数

件数

２６年度 ２７年度 ２８年度



今月の注目ポイント 

Ｐ０ＩＮＴ１（有効求人倍率） 

有効求人倍率（１．６５倍）は、４か月連続で１．６倍台で推移 
２か月ぶりに前月を上回った 
全国値（１．５８倍）を１２か月連続上回る 

Ｐ０ＩＮＴ２（地域別有効求人倍率） 

東部１．７２倍、中部１．９３倍、西部１．６５倍 
すべての地域で、平成26年7月以降、44か月連続で1倍台 

Ｐ０ＩＮＴ３（新規求人） 

新規求人数（30,387人）は、前年同月25か月連続で増加 
製造業（20か月連続）、運輸業（8か月連続）、医療・福祉業（21か月連続） 

Ｐ０ＩＮＴ４（新規求職者） 

新規求職者数（11,549人）は、前年同月32か月連続で減少 
 

Ｐ０ＩＮＴ５（正社員有効求人倍率） 

正社員有効求人倍率（１．２１倍）は、全国値（１．１１倍）を１６か月連続で上回る 

 

   参 考 



年  月 対 前 月 対 前 年 同 月

項  目 増 減 率 （ 差 ） 増 減 率 （ 差 ）

1 11,549 12,127 12,739 ▲ 4.8 ％ ▲ 9.3 ％ 

う ち 常 用 11,517 12,081 12,717 ▲ 4.7 ％ ▲ 9.4 ％ 

2 47,133 45,696 49,753 3.1 ％ ▲ 5.3 ％ 

う ち 常 用 46,979 45,549 49,630 3.1 ％ ▲ 5.3 ％ 

3 30,387 29,385 28,859 3.4 ％ 5.3 ％ 

う ち 常 用 27,163 25,974 26,187 4.6 ％ 3.7 ％ 

4 83,022 79,774 76,994 4.1 ％ 7.8 ％ 

う ち 常 用 73,525 70,705 68,681 4.0 ％ 7.1 ％ 

5 16,567 13,345 19,694 24.1 ％ ▲ 15.9 ％ 

6 3,703 2,905 4,050 27.5 ％ ▲ 8.6 ％ 

※ 2.53 倍 ※ 2.39 倍 ※ 2.16 倍 0.14 ｐ 0.37 ｐ 

2.63 倍 2.42 倍 2.27 倍 0.21 ｐ 0.36 ｐ 

※ 1.65 倍 ※ 1.61 倍 ※ 1.44 倍 0.04 ｐ 0.21 ｐ 

1.76 倍 1.75 倍 1.55 倍 0.01 ｐ 0.21 ｐ 

東部（実数値） 1.72 倍 1.70 倍 1.52 倍 0.02 ｐ 0.20 ｐ 

中部（実数値） 1.93 倍 1.88 倍 1.63 倍 0.05 ｐ 0.30 ｐ 

西部（実数値） 1.65 倍 1.66 倍 1.49 倍 ▲ 0.01 ｐ 0.16 ｐ 

9 32.1 ％ 24.0 ％ 31.8 ％ 8.1 ｐ 0.3 ｐ 

10 7,798 8,128 8,729 ▲ 4.1 ％ ▲ 10.7 ％ 

う ち 常 用 7,779 8,102 8,717 ▲ 4.0 ％ ▲ 10.8 ％ 

11 30,284 29,142 32,700 3.9 ％ ▲ 7.4 ％ 

う ち 常 用 30,188 29,050 32,624 3.9 ％ ▲ 7.5 ％ 

12 19,265 18,410 18,041 4.6 ％ 6.8 ％ 

う ち 常 用 17,509 16,451 16,534 6.4 ％ 5.9 ％ 

13 53,329 51,486 48,818 3.6 ％ 9.2 ％ 

う ち 常 用 47,929 46,491 44,367 3.1 ％ 8.0 ％ 

14 10,854 9,147 12,647 18.7 ％ ▲ 14.2 ％ 

15 2,245 1,867 2,471 20.2 ％ ▲ 9.1 ％ 

16 28.8 ％ 23.0 ％ 28.3 ％ 5.8 ｐ 0.5 ｐ 

17 3,751 3,999 4,010 ▲ 6.2 ％ ▲ 6.5 ％ 

う ち 常 用 3,738 3,979 4,000 ▲ 6.1 ％ ▲ 6.6 ％ 

18 16,849 16,554 17,053 1.8 ％ ▲ 1.2 ％ 

う ち 常 用 16,791 16,499 17,006 1.8 ％ ▲ 1.3 ％ 

19 11,122 10,975 10,818 1.3 ％ 2.8 ％ 

う ち 常 用 9,654 9,523 9,653 1.4 ％ 0.0 ％ 

20 29,693 28,288 28,176 5.0 ％ 5.4 ％ 

う ち 常 用 25,596 24,214 24,314 5.7 ％ 5.3 ％ 

21 5,713 4,198 7,047 36.1 ％ ▲ 18.9 ％ 

22 1,458 1,038 1,579 40.5 ％ ▲ 7.7 ％ 

23 38.9 ％ 26.0 ％ 39.4 ％ 12.9 ｐ ▲ 0.5 ｐ 

※1　（全数） ＝ （一般：パートタイム以外の常用及び臨時・季節） ＋ （パートタイム：常用的及び臨時的パート）である。
※2　※印欄は季節調整値である。（季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA)による。）
※3　▲ は減少率（差）、ｐはポイントである。
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